避難確保計画作成(変更)報告書
	　　　年　　　月　　　日
（あて先）山陽小野田市長
届出者（要配慮者利用施設の所有者・管理者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　（　　　　　）　　　　　　
□【洪水、高潮】水防法第１５条の３第２項に基づき避難確保計画を別添のとおり作成（変更）しましたので資料提出します。
□【土砂災害】土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条の２第２項に基づき避難確保計画を別添のとおり作成（変更）しましたので資料提出します。
□【津波災害】津波防災地域づくりに関する法律第７１条第１項に基づき避難確保計画を別添のとおり作成（変更）しましたので資料提出します。

	施設の名称
	

	施設の住所
	

	添付資料の内容
（２部提出）
	□　洪水の避難確保計画
□　高潮の避難確保計画
□　土砂災害の避難確保計画
□　津波発生時の避難確保計画
□　消防計画に追記している（計画の写しを御提出ください）

	自衛水防組織設置２の有無
（任意）
	有　・　無
有の場合は、構成員の報告をしてください。（任意様式）

	施設の用途
その他特記事項
（変更の場合は主要な変更事項）
	

	担当者氏名
	

	※受　　付　　欄
	※経　　過　　欄

	
	


備考１　この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。
　　２　利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を行う組織のことである。
３　※欄は記入しないこと。



別紙２









